
 

７７．．労労働働保保険険特特別別会会計計  
 

（（１１））概概要要  
 

労働保険特別会計は、昭和 22 年に失業保険事業等の経理を明確にするため設置された失業保

険特別会計及び労働者災害補償保険特別会計が、昭和 47 年に一元化され設置されたものです。 

さらに、昭和 50 年から従来の失業保険制度に代わり、失業補償機能を発展的に継承するとと

もに、雇用構造の改善等雇用に関する総合的機能を有する雇用保険制度が新設されたところです。 

労働保険特別会計は、労災保険事業を経理する労災勘定、雇用保険事業を経理する雇用勘定及

び労働保険料の徴収に係る業務を経理する徴収勘定の 3 勘定に区分されています。 

 

 

労労働働保保険険特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  

 労災保険及び雇用保険に係る保険料は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44

法 84）に基づく労働保険料として一括徴収されており、それぞれ労災保険率及び雇用保険

率が定められています。 

 徴収勘定の歳入に計上された労働保険料のうち、労災保険率及び雇用保険率に相当する部

分の額は、徴収勘定からそれぞれ労災勘定及び雇用勘定の歳入として繰り入れられていま

す。 
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（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

本特別会計は、労災勘定、雇用勘定及び徴収勘定に区分され、それぞれ以下の事業等に関する

経理を行います。 

①①  労労災災勘勘定定  

労災勘定は、「労働者災害補償保険法」（昭 22 法 50）による労災保険事業に関する政府の

経理を明確にすることを目的とし、業務上の事由等による労働者の負傷等に対して迅速かつ公

正な保護をするための保険給付及び被災労働者の社会復帰の促進等を図るための社会復帰促

進等事業を行っています。 

（参考資料）「労災補償」 

（https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/index.html） 

 

②②  雇雇用用勘勘定定  

雇用勘定は、「雇用保険法」（昭 49 法 116）による雇用保険事業に関する政府の経理を明

確にすることを目的とし、失業等給付及び育児休業給付等を行うほか、雇用安定事業及び能力

開発事業（雇用保険二事業）を行っています。 

（参考資料）「雇用保険」 

（https://www.hellowork.mhlw.go.jp/insurance/insurance_guide.html） 

 

③③  徴徴収収勘勘定定  

徴収勘定は、労働保険料の徴収に係る業務を経理する勘定であり、「労働保険の保険料の徴

収等に関する法律」（昭 44 法 84）により労災・雇用保険事業に係る労働保険料を一元的に徴

収し、徴収した労働保険料等の労災勘定及び雇用勘定への繰入れを行っています。 
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労働保険特別会計の仕組み（令和２年度予算ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【財源】 
保険料 
保険料率 3/1,000 
（事業主負担） 

積 立 金 

保険給付等 

療養のため休業する場合 

就職支援法事業 

求職者給付 

就職促進給付 

教育訓練給付 

雇用継続給付 

雇用保険二事業 

雇用安定事業 

能力開発事業 

 労働者災害補償保険制度（労災勘定）  雇用保険制度（雇用勘定） 

・療養（補償）等給付 
・休業（補償）等給付 
・傷病（補償）等年金 

死亡した場合 

・遺族（補償）等給付 
・葬祭料等（葬祭給付） 

・一般求職者給付 
・高年齢求職者給付 
・短期雇用特例求職者給付 
・日雇労働求職者給付 

・就業促進手当 

・教育訓練給付金 

・高年齢雇用継続給付 
・介護休業給付 

積 立 金 

雇用安定資金 

【財源】 
保険料 
平均保険料率 
 4.5/1,000 
（全額事業主負担） 

一部国庫補助 

【財源】 
保険料 
保険料率 4/1,000 

（労使折半）※1 
一部国庫負担 ※2 

・障害（補償）等給付 

障害が残った場合 

常時又は随時 
介護を要する場合 

・介護（補償）等給付 

脳・心臓疾患に関連する
異常所見を有する場合 

・二次健康診断等給付 

社会復帰促進等事業 

社会復帰促進事業 

安全衛生確保等事業 

被災労働者等援護事業 

失業等給付 

【財源】 
保険料 
保険料率 2/1,000 

（労使折半）※1 
国庫負担 1/2 ※2 

※1 原則の雇用保険率は、2 年間（令和 2 年度から令和 3 年度まで）に限り、

6/1,000 に引下げ（令和 2 年度の雇用保険率は弾力条項により 2/1,000） 

※2 国庫負担率は、2 年間（令和 2 年度から令和 3 年度まで）に限り、時限的

に本来負担すべき額の 10％に引下げ 

育児休業給付 育児休業給付 

【財源】 
保険料 
保険料率 4/1,000 

（労使折半） 
国庫負担 1/8 ※2 

育児休業給付資金 
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（（３３））特特別別会会計計のの現現状状    
 

①①  歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和２２年年度度当当初初予予算算））  

（単位：億円） 

 

 

 

 

 

○歳入総額、歳出総額、（参考）歳出純計額                  （単位：億円） 

勘勘定定  歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

労災勘定 12,347（＋241） 10,893（▲43） 10,378（▲41） 

雇用勘定 29,178（＋2,232） 29,178（＋2,232） 28,885（＋2,199） 

徴収勘定 27,539（＋1,236） 27,539（＋1,236） 809（＋18） 

特別会計合計 69,064（＋3,708） 67,611（＋3,424） 40,072（＋2,177） 

 

○労災勘定の歳入・歳出の内容                        （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額    説説明明（（増増減減理理由由））  

保険収入 11,036（＋341）  

 

 

 

 

徴収勘定より受入 9,079（＋319） 保険給付費等に相当する金額の徴収勘定からの受入見

込額（労働保険料収入） 

一般会計より受入 0.09（▲1） 労働者災害補償保険事業に要する費用に充てるための

国庫補助金の一般会計からの受入見込額 

支払備金受入 1,732（＋32） 既に業務災害及び通勤災害を受けた労働者等に対し支

払われるべき給付見込相当額の前年度からの受入見込

額 

未経過保険料受入 226（▲8） 既に収納された有期事業に係る保険料のうち、当該年

度に係る保険料見込額の前年度からの受入見込額 

67,611
（+3,424）

保険給付費等
8,722（▲67）

社会復帰促進等事業費等
896（+42）

業務取扱費等
1,276(▲18）

失業等給付費
12,481（+617）

労災勘定へ繰入
9,079（+319）

雇用勘定へ繰入

17,652
（+899）

労災勘定

雇用勘定

徴収勘定

雇用安定事業費等
6,824（+541）

求職者支援事業費等
158（▲12）

業務取扱費等 2,264（+739）予備費 550（+130）

保険料返還金等
809（+18）

69,064
（+3,708）

雑収入等
3,268（▲78）

徴収勘定より受入

9,079（+319）

一般会計より受入
281（+15）

雑収入等
11,246（+1,318）

徴収勘定
より受入

17,652（+899）

保険収入
26,258
（+762）

労災勘定

雇用勘定

徴収勘定

他勘定より受入等
1,281（+473）

【歳入】 【歳出】

育児休業給付費
6,902（+217）

（注）歳入歳出差額が、1,453 億円あります。これは労災勘定の歳出予算では当年度の保険給付費等支払

見込額を計上する一方で、労災勘定の歳入予算には翌年度以降へ繰り越して使用する支払備金等を含

めて計上していることによるものです。 
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運用収入 1,121（▲93） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額 

雑収入等 189（▲6） 第三者行為災害に係る損害賠償金等の収入見込額 

合計 12,347（＋241）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

保険給付費等  8,722（▲67） 業務災害及び通勤災害を受けた労働者に対する保険給

付費等 

職務上年金給付費年

金特別会計へ繰入 

71（▲15） 職務上年金給付費に相当する金額の年金特別会計厚生

年金勘定への繰入れのための経費 

職務上年金給付費等

交付金 

54（▲4） 職務上年金給付費等の全国健康保険協会への交付のた

めの経費 

社会復帰促進等事業

費 

896（＋42） 社会復帰促進等事業として行う被災労働者の円滑な社

会復帰の促進等を実施するための経費 

業務取扱費等 653（▲3） 業務取扱いに必要な人件費、事務費及び労働基準監督

署庁舎等の施設整備費等 

保険料返還金等徴収

勘定へ繰入 

441（＋12） 保険料の過誤納の返還金及び労働保険適用事業主から

保険料を徴収する費用に充てるため、徴収勘定へ繰り

入れる経費 

予備費 57（▲8） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 10,893（▲43）  

 

○雇用勘定の歳入・歳出の内容                        （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

徴収勘定より受入 17,652（＋899） 失業等給付費、育児休業給付費、就職支援法事

業費、雇用保険二事業費等に相当する金額の徴

収勘定からの受入見込額（労働保険料収入） 

一般会計より受入 281（＋15） 失業等給付（求職者給付及び雇用継続給付等）、

育児休業給付、就職支援法事業に要する費用に

充てるための国庫負担金の一般会計からの受

入見込額 

積立金より受入 10,180（＋998） 失業等給付費及び就職支援法事業費の財源に

充てるための積立金からの受入見込額 

雇用安定資金より受入 854（＋344） 雇用安定事業費の財源に充てるための雇用安

定資金からの受入見込額 

その他の収入 211（▲24） 財政融資資金への預託金利子の収入見込額等 

合計 29,178（＋2,232）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

失業等給付費 12,481（＋617） 失業等給付の支給に必要な経費 

育児休業給付費 

 

6,902（＋217） 育児休業給付の支給に必要な経費 

雇用安定事業費及び能力開

発事業費等 

6,982（＋530） 雇用保険二事業等に必要な経費 

 地域雇用機会創出等

対策費 

1,372（＋240） 雇用安定事業として行う人材確保等支援助成金

の支給等 

高齢者等雇用安定・ 2,507（＋250） 雇用安定事業として行うキャリアアップ助成金
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促進費 の支給等（非正規雇用の労働者のキャリアアッ

プ事業に必要な経費等の増） 

就職支援法事業費 132（▲9） 就職支援法事業として行う認定職業訓練実施奨

励金の支給等 

職業能力開発強化費 993（＋81） 能力開発事業として行う総合的職業能力開発プ

ログラム推進事業の都道府県への委託等（就職

氷河期対策費等の増） 

独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支

援機構運営費 

703（＋13） （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の行う業

務の財源の一部に充てるための交付金 

その他 1,275（▲45） 雇用安定事業として行う職業紹介事業の実施等 

業務取扱費等 1,221（▲44） 雇用保険事業の業務取扱いに必要な人件費、事

務費及び庁舎等の施設整備費等 

育児休業給付資金へ繰入 750（皆増） 育児休業給付資金への繰入れ 

保険料返還金等徴収勘定へ

繰入 

292（＋33） 保険料の過誤納の返還金及び労働保険適用事業

主から保険料を徴収する費用に充てるため、徴

収勘定へ繰り入れる経費 

予備費 550（＋130） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 29,178（＋2,232）  

 

○徴収勘定の歳入・歳出の内容                        （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

保険収入 26,258（＋762） 

 

労災保険料及び雇用保険料（印紙収入を含む）収入の

見込額（雇用者所得が伸びる見込み等による増） 

一般会計より受入 2（＋0） 

 

石綿（アスベスト）健康被害者の救済費用に充てるた

め、労災保険適用事業主から一般拠出金を徴収する費

用の一部について、一般会計からの受入見込額 

一般拠出金収入 40（＋1） 

 

石綿（アスベスト）健康被害者の救済費用に充てるた

め、労災保険適用事業主から徴収する一般拠出金収入

見込額 

他勘定より受入 734（＋45） 

 

保険料返還金、業務取扱費及び附属諸費の労災勘定及

び雇用勘定からの受入見込額 

雑収入 17（＋1） 延滞金、追徴金、返納金、預託金利子収入見込額等 

前年度剰余金受入 488（＋427） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 27,539（＋1,236）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

業務取扱費 385（＋24） 業務取扱いに必要な人件費及び事務費等 

保険給付費等財源労

災勘定へ繰入 

9,079（＋319） 保険給付費等に相当する金額の労災勘定への繰入れ 

失業等給付費等財源

雇用勘定へ繰入 

17,652（＋899） 失業等給付費、育児休業給付費、就職支援法事業費、

雇用保険二事業費等に相当する金額の雇用勘定への繰

入れ 

諸支出金 423（▲6） 保険料の精算による返還金の支払及び過誤納等払戻金

に必要な経費 

予備費 1（－） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 27,539（＋1,236）  
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②②  剰剰余余金金  
 
              

令令和和元元年年度度決決算算  

    （単位：億円、単位未満切捨） 

勘勘定定  
収収納納済済  
歳歳入入額額  

支支出出済済  
歳歳出出額額  

剰剰余余金金  
翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  
積積立立金金積積立立  
資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ  
繰繰入入  

労災勘定 12,036 10,466 1,569 2,000 ▲430 － 

雇用勘定 25,130 22,852 2,278 20 2,258 — 

徴収勘定 26,543 25,956 586 586 — — 

特別会計合計 63,710 59,276 4,434 2,606 1,827 — 

令和元年度決算における剰余金は、労働保険特別会計全体で 4,434 億円です。 

 

＜＜労労災災勘勘定定＞＞  

労災勘定における剰余金は、1,569 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれていた歳入歳出差額（1,168 億円）（労災勘定の歳出予算には当年度の保

険給付費等支払見込額を計上している一方で、歳入予算には翌年度以降へ繰り越して使用する

支払備金等を含めて計上していることによるもの）があり、徴収勘定より受入が予定を下回っ

たこと等により歳入減（69 億円減）となった一方で、障害補償年金及び遺族補償年金の支給

額が予定を下回ったこと等により歳出減（469 億円減）となったためです。 

（剰余金の処理の方法） 

翌年度の歳入に繰り入れる必要のある、支払備金に相当する額（業務上の事由又は通勤によ

り災害を被った労働者に対する保険給付費等のうち、支払時期が未到来等のため翌年度以降に

繰り越される保険給付費等に相当する額）、未経過保険料に相当する額（年度をまたがって行

われる建設工事等の有期事業に係る概算保険料のうち、次年度以降の未経過期間分に係る保険

料）及び翌年度への繰越額（例えば、庁舎建設事業が工期の遅れ等の理由から年度内に完了し

ないため、その経費の支出が年度内に行えず、翌年度に持ち越して使用するもの）の合計2,000

億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、不足額 430 億円を

特別会計法第 103 条第 2 項の規定により積立金から補足することとしています。 

 

＜＜雇雇用用勘勘定定＞＞  

雇用勘定における剰余金は、2,278 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

積立金より受入が予定を下回ったこと等により歳入が減少（1,816 億円減）した一方で、失

業等給付費における一般求職者給付に要する費用等が予定を下回ったこと等により歳出が減

少（4,094 億円減）したためです。 

（剰余金の処理の方法） 

① 雇用保険事業の失業等給付費等に係る剰余金の処理 

雇用保険事業の失業等給付費等に充当する歳入と歳出における決算上の差額（752 億円）

については、翌年度への繰越額（6 億円）及び受入超過額（7 億円）の合計 14 億円を特別

会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 738 億円を特別会計法

第 103 条第 3 項の規定により積立金として積み立てることとしています。 

② 雇用保険二事業（雇用安定事業及び能力開発事業）費に係る剰余金の処理 
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雇用保険二事業費に充当する歳入と歳出における決算上の差額（1,525 億円）について

は、翌年度への繰越額（5 億円）を控除した残額 1,519 億円を特別会計法第 104 条第 3

項の規定により雇用安定資金に組み入れることとしています。 

  

＜＜徴徴収収勘勘定定＞＞  

徴収勘定における剰余金は、586 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれる歳入のうち前年度剰余金受入が予定を上回ったこと（487 億円増）等、

歳出においては、保険料返還金が予定を下回ったこと（81 億円減）等のためです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入へ繰り入れることとしています。なお、

翌年度の歳入へ繰り入れた剰余金は、特別会計法第 102 条第 1 項及び第 2 項の規定による

他の勘定への繰入れ、労働保険料の返還金、業務取扱費並びに「石綿による健康被害の救済に

関する法律」（平 18 法 4）第 36 条の規定による交付金に充てることとしています。 
 
 
 
 

③③  積積立立金金等等    

  

  積積立立金金（（労労災災勘勘定定））  

①①  積積立立金金のの残残高高    （単位：億円） 

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  

（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  

（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

78,129 78,239 78,670 

②②  積積立立金金のの目目的的    

特別会計法第 103 条第 1 項の規定により、労災勘定において生じた剰余金のうち「労災保

険事業の保険給付費及び社会復帰促進等事業費（特別支給金に充てるためのものに限る。）に

充てるために必要な金額」を積立金として積み立てることとしており、労災年金債務の履行等

に充てるために必要な金額を勘案して、将来の給付等のため、徴収勘定から繰り入れられた労

働保険料の一部を積立金として積み立てることとしています。 

すなわち、積立金は、既裁定の労災年金受給者に対する将来の年金給付に必要な金額（＝責

任準備金（確定債務））の財源とするために積み立てているものです。 

③③  積積立立金金のの水水準準    

積立金の必要水準は、責任準備金として、年金の種類ごとに以下の方法により推計して得た

額を合計したものです。 

（1）既裁定の年金受給者の将来各年度における残存数を推計 

（2）将来各年度の残存している年金受給者に対する給付額を推計 

推計に当たっては、各年度の給付額を賃金上昇率分によって増やすとともに、運用利回

りで割り引く。 

令和元年度末において、数理計算により算定される責任準備金の額は、7 兆 6,344 億円と

見込んでいます。（注） 

（注）責任準備金（7 兆 6,344 億円）に対する積立金（7 兆 8,239 億円）の割合は概ね同水準（102.5%）とな

っています。 

（参考資料）「労災保険制度における積立金について」 
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（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000036593.html） 

 

 積積立立金金（（雇雇用用勘勘定定）） 

①①  積積立立金金のの残残高高  （単位：億円）  

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  

（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  

（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

34,690 44,871 51,632 

②②  積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条第 3 項の規定により、雇用保険事業の失業等給付費等に係る剰余金の

うち「雇用保険事業の失業等給付費（就職支援法事業に要する費用を含む。）に充てるために必

要な金額」を積立金として積み立てることとしており、徴収勘定から繰り入れられた労働保険

料の一部を積立金として積み立てることとしています。 

③③  積積立立金金のの水水準準  

将来の不況期の失業等給付費や保険料水準を維持するための財源として、好況期に積み立て

る資金であり、毎会計年度の歳入額（育児休業給付費充当分及び雇用保険二事業充当分を除く）

から歳出額（育児休業給付費及び雇用保険二事業費を除く）を控除した残余を、積立金として

積み立てています。これは、雇用保険制度の安定的な運営の確保の重要性を勘案して、将来発

生し得る通常の予測を超える雇用失業情勢の悪化を想定し、過去最悪の支出額を超える事態が

発生した場合においても、中期的に安定して失業等給付等を十分に行うことができる水準を確

保するものです。 
 

（参考資料）「雇用保険制度における積立金等について」 

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken06/index.html） 

 

 育育児児休休業業給給付付資資金金（（雇雇用用勘勘定定））  

①①  育育児児休休業業給給付付資資金金のの残残高高  

（単位：億円） 

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

750 

②②  育育児児休休業業給給付付資資金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条の 2 第１項の規定により、予算で定めるところによる繰入金及び育児

休業給付費に係る剰余金のうち育児休業給付費に充てるために必要な組入金をもって充てる

育児休業給付資金を置くこととしており、特別会計法第 103 条の 2 第 3 項の規定により、将

来の育児休業給付費に充てるために徴収勘定から繰り入れられた労働保険料の一部を育児休

業給付資金に組み入れることとしています。 

③③  育育児児休休業業給給付付資資金金のの水水準準  

将来の育児休業給付費の増大に充てるための財源として積み立てる資金であり、毎会計年度

の歳入額（育児休業給付費充当分）から歳出額（育児休業給付費に係るもの）を控除した残余

を、育児休業給付資金へ組み入れています。これは、育児休業給付について中期的に収支のバ

ランスを取るために必要な金額を確保するものです。 
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 雇雇用用安安定定資資金金（（雇雇用用勘勘定定））  

①①  雇雇用用安安定定資資金金のの残残高高  （単位：億円） 

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  

（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  

（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

14,556 15,410 14,400 

②②  雇雇用用安安定定資資金金のの目目的的  

特別会計法第 104 条第１項の規定により、予算で定めるところによる繰入金及び雇用安定

事業等に係る剰余金のうち雇用安定事業費に充てるために必要な組入金をもって充てる雇用

安定資金を置くこととしており、特別会計法第 104 条第 3 項の規定により、将来の雇用安定

事業費に充てるために徴収勘定から繰り入れられた労働保険料の一部を雇用安定資金に組み

入れることとしています。 

③③  雇雇用用安安定定資資金金のの水水準準  

不況期に機動的かつ集中的に雇用対策を実施するための財源として、平常時に積み立てる資

金であり、毎会計年度の歳入額（雇用保険二事業充当分）から歳出額（雇用保険二事業費に係

るもの）を控除した残余を、雇用安定資金へ組み入れています。これは、雇用失業情勢の変動

に応じて雇用安定事業を機動的に運営するために必要な金額を確保するものです。 
 

（参考資料）「雇用保険制度における積立金等について」 

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken06/index.html）  
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④④ 資資産産及及びび負負債債（（平平成成 3300 年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））    
  

労労働働保保険険特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表  （単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

 

主な資産は、現金・預金 14 兆 7,244 億円、主な負債は、労災勘定の労災保険給付費の責任

準備金 7 兆 6,775 億円です。 

雇用勘定の資産・負債差額は６兆 7,586 億円であり、そのうち６兆 6,048 億円が現金・預金

です。当該現金・預金は、雇用勘定の積立金、雇用安定資金等に含まれていますが、これらは雇

用保険事業の費用に充てることを目的として労使より徴収された保険料を財源としているもの

です。景気・雇用失業情勢の変動に支出水準が大きく影響されるため、将来雇用失業情勢が急激

に悪化した場合等に備え積み立てているものであり、雇用失業情勢が悪化した際にも安定した雇

用保険の給付、機動的・集中的な雇用対策を行うために必要なものです。 

 

 

労災保険率は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44 法 84）第 12 条第 2 項等

の規定により、事業の種類ごとに、将来にわたる労災保険の事業に係る財政の均衡を保つことが

できるように過去 3 年間の災害率等を考慮して設定するものとされており、原則として３年ご

とに改定し、平成 30 年 4 月 1 日の労災保険率改定では 2.5/1,000～88/1,000 の範囲で設

定されています（次回改定は令和３年 4 月 1 日予定）。 

(単位：億円)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞《29年度》 《30年度》 《30年度》 《29年度》

未 払 金 9 9

支 払 備 金 2,603 2,572
152,216 147,244 現 金 ・ 預 金

保 管 金 等 0 0
前 受 金 8 18

10,543 12,778 う ち 政 府 預 金
未 経 過 保 険 料 240 252

141,672 134,466 う ち 財 投 預 託 金
賞 与 引 当 金 47 45

0 0 うちその他歳計外

責 任 準 備 金 76,775 76,154

886 824 未 収 金

306 297 未 収 収 益
退 職 給 付 引 当 金 836 873

0 0 前 払 金
他 会 計 繰 入 未 済 金 21 12

0 0 前 払 費 用

△ 387 △ 357 貸 倒 引 当 金 負 債 合 計 80,542 79,939
1,419 1,411 有 形 固 定 資 産

国 有 財 産
1,353 1,352

(公共用財産を除 く）

567 583 土 地

5 5 立 木 竹

644 632 建 物

131 129 工 作 物 資 産 ・ 負 債 差 額 73,332 79,234
3 1 建 設 仮 勘 定

65 59 物 品

402 467 無 形 固 定 資 産

負債及び資産・負債差額合計 153,875 159,173

4,330 3,987 出 資 金

159,173 153,875 資 産 合 計

⑤⑤  保保険険料料率率のの根根拠拠及及びび保保険険料料率率をを見見直直すす仕仕組組みみのの内内容容等等    
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短期給付分については、給付に要する費用に見合う収入となるように純賦課方式により、長期

給付分については、新規年金受給者の将来分を含む給付費用総額に見合う収入となるように充足

賦課方式により、各々算定しています。 

雇用保険率は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44 法 84）第 12 条第 4 項等

の規定により、失業等給付、育児休業給付及び雇用保険二事業に係る分がそれぞれ設定されてい

ます。雇用保険率は、積立金が一定の水準を超えた場合には失業等給付に係る保険料率を、雇用

安定資金が一定の水準を超えた場合には雇用保険二事業に係る保険料率を、それぞれ法律の改正

を要さずに弾力的に一定の率を引き下げる仕組みとなっています（弾力条項）。 

また、｢雇用保険法等の一部を改正する法律｣（令 2 法 14）の成立・施行により令和 2 年度か

ら令和 3 年度までの 2 年間、失業等給付に係る原則の雇用保険率が 6/1,000 に引き下げられ

ました。その上で、弾力条項により、令和 2 年度の雇用保険率は 2/1,000 とされています。な

お、同法により、雇用保険制度の安定的な運営等を図るため、育児休業給付を失業等給付から独

立させ、育児休業給付に係る雇用保険率は 4/1,000 とされています。 

財源負担については、労災勘定は使用者が、雇用勘定は労使が負担する保険料のほか、一部を

国庫が負担（補助）しています。労災保険給付は、労働者の負傷等に対して迅速かつ公正な保護

をするために必要な保険給付を行うとともに、「労働基準法」（昭 22 法 49）に基づく使用者の

災害補償責任を担保する目的もあることから、使用者負担が原則となっています。雇用保険の失

業等給付等は、政府の経済対策・雇用対策とも関係が深く、政府もその責任を担うべきであると

の考え方から、労使が負担する保険料のほかに国庫負担が導入されています。雇用保険の国庫負

担は、雇用失業情勢等を勘案し、｢雇用保険法等の一部を改正する法律｣（令 2 法 14）の成立・

施行により令和 2 年度から令和 3 年度までの 2 年間に限り、本来の負担額の 10％に引き下げ

られています。なお、主要国の財源負担のあり方をみると、労災保険制度については、使用者の

みの負担が基本であり、失業保険制度については、労使の負担が基本となっています。 

 

（（４４））事事務務及及びび事事業業のの効効率率化化・・財財務務にに関関すするる情情報報のの透透明明化化のの取取組組みみ等等    
 

労災勘定及び雇用勘定の事務及び事業（以下「事業」といいます。）については、事業毎に定め

た目標に沿って効果的・効率的に行われているかを社会復帰促進等事業に関する検討会及び雇用

保険二事業に関する懇談会において定期的に確認することとしており、ＰＤＣＡサイクルによる

不断の見直しを行っております。引き続き、事業の必要性、効率性について徹底的に精査し、無

駄の削減を行ってまいります。 

 

労働保険特別会計についての問い合わせ先 

（労災勘定） 

厚生労働省労働基準局労災管理課      電話番号 03-5253-1111（5442） 

（雇用勘定） 

厚生労働省職業安定局雇用保険課      電話番号 03-5253-1111（5757） 

（徴収勘定） 

厚生労働省労働基準局労働保険徴収課    電話番号 03-5253-1111（5154） 
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